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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第118期

第３四半期連結
累計期間

第119期
第３四半期連結
累計期間

第118期

会計期間

自平成26年
　２月１日
至平成26年
　10月31日

自平成27年
　２月１日
至平成27年
　10月31日

自平成26年
　２月１日
至平成27年
　１月31日

売上高 （百万円） 12,336 12,189 17,411

経常利益又は経常損失(△) （百万円） △26 19 102

四半期純損失(△)又は当期純利

益
（百万円） △53 △34 57

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 43 199 306

純資産額 （百万円） 8,397 8,858 8,660

総資産額 （百万円） 14,216 14,699 14,169

１株当たり四半期純損失金額

(△)又は１株当たり当期純利益

金額

（円） △0.66 △0.42 0.70

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 58.8 60.0 60.9

 

回次
第118期

第３四半期連結
会計期間

第119期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成26年
　８月１日
至平成26年
　10月31日

自平成27年
　８月１日
至平成27年
　10月31日

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 1.59 △0.49

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

４．在外子会社の収益及び費用については、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、

第１四半期連結会計期間より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更しております。当該会計方

針の変更は遡及適用され、前年四半期及び前年連結会計年度については、遡及修正後の数値を記載しており

ます。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

（１）当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

　　　等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある新たな事項は発生していません。

（２）前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績に関する分析

　当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、円安による食料品や外食、サービスの価格上昇に加え、中国経済減

速への懸念をきっかけとした株価の急落等もあり、個人消費の回復が進まず、依然として不安定な状況が続きまし

た。

　衣料品業界におきましても、都市型百貨店では、前年以上のインバウンド需要を取り込めたものの、全体として

は停滞する個人消費動向の影響を受け、アパレル商品の購買姿勢が保守的となり、内需に関しては苦戦を強いられ

ました。

　こうした中、当社グループは、引き続き、第２次中期経営計画に基づき、既存販路シェア拡大のための新ブラン

ド展開、原価削減を目的とした生産調達効率の改善、新規顧客獲得のためのインターネット販売の強化等に取組

み、持続的成長を可能にするバリューチェーン再構築を目指してまいりました。

　当第３四半期会計期間につきましては、卸売り事業の主体であるレッグウェア事業で、夏物クリアランスが８月

後半からの異常低温の影響等もあり早期収束となったことから、返品が増加し計画を下回る販売となりましたが、

秋物のプロパー商材の店頭販売は好調に推移し、新品の投入と消化は概ね計画通り順調に進みました。

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、12,189百万円（前年同期比1.2%減）となりましたが、営

業損失は56百万円（前年同期比29百万円の増益）となり、これに為替差益等の営業外収益が加わり、経常利益は19

百万円（前年同期比46百万円の増益）とすることができました。なお、四半期純利益につきましては、本社移転に

かかる一部費用を特別損失に計上したことから、34百万円の損失（前年同期比19百万円の増益）となりました。

 

セグメント別の業績概要は以下の通りです。

 

（卸売り事業）

　卸売り事業の主体であるレッグウェア事業につきましては、百貨店販路のセール販売が振るわず、返品増加の要

因となりましたが、プロパー販売につきましては、紳士靴下及びアンダーウェアで、新規ブランド「トミー　ヒル

フィガー」と「サイコバニー」の販売が順調に進んだことに加え、営業強化による既存ブランドの展開スペース拡

大で、前年を大きく上回る店頭販売実績を上げることができました。また、婦人靴下でも、パンスト類は柄物及び

タイツ類の販売が前年を下回り苦戦したものの、ソックス類ではカジュアルソックス、フェミニン系ショートソッ

クスが売上を牽引し、堅調な店頭販売を維持いたしました。

　量販店販路は、大手GMSとの取り組み強化による販売拡大で、引き続き前年を上回る販売実績で推移しました。

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間の卸売り事業全体の売上高は、10,096百万円（前年同期比1.1%増）と

なりましたが、営業損失は返品在庫増による商品評価損引当の繰入れ計上等により126百万円（前年同期比23百万

円の減益）となりました。
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（通信販売事業）

　通信販売事業につきましては、株式会社ナイガイ・イムが、主力のテレビ通販で販売効率優先のブランド編成に

より、一部番組枠を調整したことから減収としたものの、同時に進めた商品原価削減、経費削減によるコスト改善

が進み、収益力を改善させることができました。

　インターネット販売を展開するセンティーレワン株式会社では、主力のバッグは概ね前年並みの販売となりまし

たが、靴下のオンラインショップ「グラナージュ」は、積極的な販促効果もあり前年を上回る販売を上げることが

できました。

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間の通販事業全体の売上高は、2,265百万円（前年同期比10.9%減）、営

業利益は68百万円（前年同期比46百万円の増益）となりました。

 

(2)財政状態に関する分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に対して529百万円増加し、14,699百万円となりま

した。流動資産では、商品及び製品が698百万円増加し、現金及び預金が133百万円、受取手形及び売掛金が276百

万円減少しました。固定資産では、投資有価証券が時価の上昇により285百万円増加しました。

　負債は、前連結会計年度末に対して330百万円増加し、5,840百万円となりました。支払手形及び買掛金と電子記

録債務が357百万円、借入金が長短合わせて188百万円増加しました。

　純資産につきましては、四半期純損失34百万円とその他有価証券評価差額金の増加252百万円等により、前連結

会計年度末に対して198百万円増加し、8,858百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ0.9ポイント減少し、60.0%となりました。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 278,000,000

計 278,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年12月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 82,172,815 82,172,815
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 82,172,815 82,172,815 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ナイガイ(E00571)

四半期報告書

 5/15



（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年８月１日～

平成27年10月31日
－ 82,172,815 － 7,691 － 1,997

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年10月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 33,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 81,540,000 81,540 －

単元未満株式 普通株式 599,815 － －

発行済株式総数  82,172,815 － －

総株主の議決権 － 81,540 －

 

②【自己株式等】

平成27年10月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ナイガイ
東京都台東区柳橋

二丁目19番６号
33,000 － 33,000 0.04

計 － 33,000 － 33,000 0.04

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役会長 － 代表取締役社長 営業本部長 泉　　　　潔 平成27年10月１日

代表取締役社長 営業本部長 取締役 － 今 泉　賢 治 平成27年10月１日

 

 

EDINET提出書類

株式会社ナイガイ(E00571)

四半期報告書

 6/15



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年８月１日から平

成27年10月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年２月１日から平成27年10月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年１月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年10月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,143 3,009

受取手形及び売掛金 3,677 3,401

商品及び製品 3,142 3,841

仕掛品 13 12

原材料及び貯蔵品 73 73

その他 441 411

貸倒引当金 △38 △51

流動資産合計 10,452 10,697

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 35 93

土地 83 76

その他（純額） 102 109

有形固定資産合計 222 280

無形固定資産 254 192

投資その他の資産   

投資有価証券 3,025 3,311

その他 246 249

貸倒引当金 △32 △32

投資その他の資産合計 3,240 3,528

固定資産合計 3,716 4,001

資産合計 14,169 14,699
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年１月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年10月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 785 1,108

電子記録債務 1,097 1,133

短期借入金 623 816

未払法人税等 49 23

賞与引当金 30 74

返品調整引当金 393 301

その他 748 542

流動負債合計 3,729 3,999

固定負債   

長期借入金 285 280

退職給付に係る負債 1,086 1,102

繰延税金負債 371 421

その他 36 37

固定負債合計 1,780 1,841

負債合計 5,509 5,840

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,691 7,691

資本剰余金 6,781 6,781

利益剰余金 △6,840 △6,874

自己株式 △2 △2

株主資本合計 7,630 7,595

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 829 1,082

為替換算調整勘定 166 145

その他の包括利益累計額合計 996 1,227

少数株主持分 32 35

純資産合計 8,660 8,858

負債純資産合計 14,169 14,699
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年２月１日
　至　平成26年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年２月１日
　至　平成27年10月31日)

売上高 12,336 12,189

売上原価 8,109 7,949

売上総利益 4,227 4,240

販売費及び一般管理費 4,313 4,297

営業損失（△） △86 △56

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 23 26

為替差益 50 51

その他 35 29

営業外収益合計 111 108

営業外費用   

支払利息 17 13

持分法による投資損失 22 10

その他 11 7

営業外費用合計 51 32

経常利益又は経常損失（△） △26 19

特別損失   

投資有価証券評価損 4 -

本社移転費用 - 17

特別損失合計 4 17

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△30 1

法人税、住民税及び事業税 24 26

法人税等調整額 △5 5

法人税等合計 19 32

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △50 △30

少数株主利益 3 3

四半期純損失（△） △53 △34
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年２月１日
　至　平成26年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年２月１日
　至　平成27年10月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △50 △30

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 69 267

為替換算調整勘定 19 △22

持分法適用会社に対する持分相当額 4 △15

その他の包括利益合計 93 229

四半期包括利益 43 199

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 38 196

少数株主に係る四半期包括利益 4 2
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更）

　在外子会社の収益及び費用については、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１

四半期連結会計期間より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更は、昨今の著

しい為替変動に鑑み、当期より子会社との取引管理を強化し、適時に取引高を検証する体制が整備されたことに伴

い、輸入取引をより適切に連結財務諸表に反映させるために行ったものであります。

　当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前年連結会計年度については、遡及適用後の四半期連結

財務諸表及び連結財務諸表となっております。

　この結果、前第３四半期連結累計期間におきましては、遡及適用を行う前と比べて、営業損失は44百万円減少

し、売上高、経常損失、税金等調整前四半期純損失、当期純損失に与える影響は軽微であります。また、前連結会

計年度の期首の純資産に累計的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は2百万円増加し、為替

換算調整勘定の前期首残高は同額減少しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年２月１日
至 平成26年10月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年２月１日
至 平成27年10月31日）

減価償却費 105百万円 142百万円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年２月１日　至　平成26年10月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２ 卸売り事業

通信販売
事業

売上高      

外部顧客への売上高 9,798 2,538 12,336 － 12,336

セグメント間の内部売上高又は

振替高
189 4 193 △193 －

計 9,987 2,542 12,530 △193 12,336

セグメント利益又は損失（△） △103 21 △81 △5 △86

（注）１．調整額はセグメント間の取引消去であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年２月１日　至　平成27年10月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２ 卸売り事業

通信販売
事業

売上高      

外部顧客への売上高 9,932 2,256 12,189 － 12,189

セグメント間の内部売上高又は

振替高
164 9 173 △173 －

計 10,096 2,265 12,362 △173 12,189

セグメント利益又は損失（△） △126 68 △58 1 △56

（注）１．調整額はセグメント間の取引消去であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更）

　会計方針の変更に記載のとおり、在外子会社の収益及び費用については、従来、決算日の直物為替相場により円

貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会計期間より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更して

おります。

　この変更に伴い、前第３四半期連結累計期間の「卸売り事業」のセグメント損失が44百万円減少しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年２月１日
至　平成26年10月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年２月１日
至　平成27年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額 0円66銭 0円42銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（百万円） 53 34

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 53 34

普通株式の期中平均株式数（株） 82,149,418 82,141,847

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

　　　　　式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間における会計方針の変更は遡及適用され、前第

　　　　　３四半期連結累計期間は、遡及適用後の連結財務諸表となっております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年12月11日

株式会社ナイガイ

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　田　　　努　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　林　 弘　幸　 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナイ

ガイの平成２７年２月１日から平成２８年１月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２７年８月１

日から平成２７年１０月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２７年２月１日から平成２７年１０月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナイガイ及び連結子会社の平成２７年１０月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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